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1. ははじめに

ナイロビに発つ前、筆者らは戦々恐々としてい

た。ナイロビの治安が著しく悪化していることか

ら、たとえ数十メートルの距離であっても車に乗

るように、街中で銃撃戦にでくわしたら自らの身

の安全を第一に考え臨機応変に対応するように(こ

れは平和な日本で暮らしている我々には難題であ

る)など、日常の行動に関する注意事項を覚えきれ

ないほど申し渡されていたためである。そして、

COPやCOP/MOPは、夜を徹して交渉を続けること

も珍しくないが、今回は原則として18時までとさ

れた。

実際に現地に行ってみて、空が青く広く、気候

も良くて、薄紫のハカランダの花がきれいに咲い

ていたのが印象に残っている。街中は歩かなかっ

たが、ホテルや会場等で接した人々はとても朗ら

かで温かかった。合間の休日には、国立公園に出

かけ、野生動物やアフリカの大地の広さを垣間見

ることもできた。終盤数日間、会議が21時を過ぎ

たことがあり、初めて防弾車に乗るという経験も

した。

ナイロビ会合は、サハラ以南アフリカで初めて

開催されたCOPおよびCOP/MOPであった。今次会

合で注目を集めたのは、将来枠組みに関する議論

であり、中でも議定書第9条に基づく議定書の見直

しであった(後述)。そして、COPおよびCOP/MOP

は開催国の関心が強く反映されることが多いが、

今次会合でも、途上国の関心の高い、気候変動へ

の適応策や、技術移転等に注目が集まった。また、

クリーン開発メカニズム(CDM)プロジェクトが少

ないアフリカ地域への配慮を求める声も多く聞か

れた。

本稿では、将来枠組み、適応、温室効果ガスイ

ンベントリに関するそれぞれの成果を紹介する。

(久保田)

2. 将将来枠組みに関する成果

(1)モントリオール会合の成果：将来枠組みに関す

る議論の場の設定

2005年末、カナダのモントリオールにて開催さ

れた、条約第11回締約国会議(COP11)および議定

書第1回締約国会合(COP/MOP1)を経て、気候変動

対処のための国際枠組み交渉は新たな段階に入っ

た。すなわち、(i)気候変動に対応するための長期

的協力の行動に関する対話(以下、ダイアログ)、

(ii)条約附属書Ⅰ国の更なる約束に関するアドホッ

ク・ワーキンググループ(以下、AWG)、(iii)議定

書第9条に基づく議定書の見直し(以下、9条レビュ

ー)の3つのトラックにおいて、議定書第1約束期間

(2008～2012年)後に関する議論を始める(またはそ

の準備をする)ことに合意したのである。各トラッ

クの概要を表に示す。

(2)今次会合の成果

①9条レビュー

議定書9条は、「COP/MOPは、気候変動及びその

影響に関する入手可能な最良の科学的情報および

気候変動枠組条約第112回締約国会議((COP12)および

京京都議定書第2回回締約国会合(COP/MOP2)報報告

2006年11月6日から17日までの2週間、ケニアのナイロビ(国連事務所)において、気候変動枠組条約(以

下、条約)第12回締約国会議(COP12)および京都議定書(以下、議定書)第2回締約国会合(COP/MOP2)が開

催された(第25回条約補助機関(SBSTA、SBI)会合も同時開催)(以下、これらをまとめてナイロビ会合とす

る)。国立境研究所の職員は、I. 政府代表団(交渉)、Ⅱ. サイドイベント(発表)、Ⅲ.ブース(展示) 、という3種類

の立場で参加した。以下、各々の立場から報告する。

Ｉ．．政府代表団メンバーからの報告

社会環境システム研究領域環境経済研究室　研究員　　久保田 泉

地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス　リサーチャー　　相沢 智之
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評価ならびに関連する技術上、社会上、及び経済

上の情報に照らして、この議定書を定期的に検討

する」とし、第1回レビューをCOP/MOP2において

実施する旨規定している(第2回以降については、

議定書上時期が明記されていない)。この規定に基

づき、今次会合では、第1回見直しが行われた。

日本を始め、議定書締約先進国は、この9条レビ

ューを足がかりとして、将来枠組みへの途上国の

参加の道筋をつけることを目指している。他方、

途上国(とりわけ、中国やインド等の大規模排出途

上国)はこれに抵抗している。このことから、第2

回以降の議定書レビューをいつどのように行うか

が鍵となる。交渉は最後の最後までもつれこんだ。

協議の結果、第2回レビューをCOP/MOP4(2008年)

で実施することを決定した。この第2回レビューに

向けて、COP/MOP3(2007年。インドネシアが開催

地として立候補している)において、その範囲と内

容について検討することに合意すると共に、今後

のレビューに基づいて適切な行動をとることが決

定された。

②AWG2

今次会合では、ワークショップが開催され、主

要国および国際機関より、温室効果ガスの濃度安

定化についての科学的基礎や削減ポテンシャルに

ついてのプレゼンテーションを聴取し、意見交換

を行った。また、今後、どのように作業を進めて

いくかについての議論を行い、(i)附属書Ⅰ国の温

室効果ガス削減ポテンシャルとその削減幅、(ii)排

出削減実現のための手段の分析、(iii)附属書Ⅰ国

の更なる排出削減約束の検討、を内容とする作業

計画に合意した。そして、昨年のモントリオール

会合の決定文書にもあるが、議定書第1約束期間と

第2約束期間との間に空白が生じることのないよ

う、AWGの作業を終了させることを再確認した。

③第2回ダイアログ

今次会合では、スターン・レビュー(注)につい

ての報告や、各国、国際機関、研究機関からのプ

レゼンテーションを聴取し、持続可能な発展およ

び市場の役割の各テーマに関する意見交換が行わ

れた。

(3)今後の動き

今年のCOP13及びCOP/MOP3では、ダイアログ

がひと段落し、9条レビューの第2回についての範

囲と内容について交渉を行うという節目の会合と

なる。日本は、この3つの場での交渉をバランスよ

く進めて、実効性ある枠組みを構築することを目

指しているが、その先行きを占う会合となろう。

3. 気気候変動への適応に関する成果

適応とは、温暖化しつつある気候へ自然・社会

表 1 将来枠組みについて議論する 3 つのトラック 

 概 要 長所と短所 

ダイアログ 

 

・すべての条約締約国の参加の下、長期的

な協力のための行動に関する対話を行う

（ただし、この対話は、将来の約束等に

つながらないとのただし書きがついてい

る）。 

・COP の指針の下、2 年間で最大 4 回のワー

クショップを開催する。 

・対話の結果を COP12（2006 年）及び COP13

（2007 年）へ報告する。 

・議定書を離脱した米国や、議定書上

削減目標が設定されていない途上

国も含めた気候変動対策について

論じることができる。 

・条約や議定書上の根拠なし。 

AWG 

 

・議定書第 1 約束期間後の附属書Ⅰ国の将

来約束につき検討する。 

・この作業は、京都議定書締約国によるア

ドホック作業グループが担う。 

・COP/MOP は進捗状況につき報告を受ける。

・第 1 約束期間と第 2 約束期間の空白を生

じないようなタイミングで、作業を完了

する。 

・交渉開始期限が明確（2005 年末ま

でに開始することとされていた）。

・議定書を離脱した米国やオーストラ

リア、そして、議定書上削減目標が

設定されていない途上国を含めた

国際枠組みについて議論すること

はできない。 

9 条レビュー ・締約国は、議定書第 9 条に基づく第 1 回

レビューをいかに実施するかにつき意見

を提出する。 

・途上国を含めた国際枠組みについて

議論できる可能性がある。 
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システムを調節して対応することを意味する。将

来枠組みの重要な論点のひとつとなると認識され

ている。

(1)ナイロビ作業計画採択！

一昨年のモントリオール会合において、国際レ

ベルにおける適応策実施のための基盤強化を主眼

とした、SBSTA適応5カ年作業計画の骨格部分が採

択された。以降、同作業計画の前半期(2008年前半

まで)の具体的活動内容についての交渉が続けられ

てきたが、ナイロビ会合において、ようやく、合

意が成立した。内容は、適応策の策定に関連する、

(i)方法論およびツール、(ii)データおよび観測、

(iii)気候モデリング、シナリオ、ダウンスケーリ

ング、(iv)気候関連リスクおよび極値的現象、(v)

社会経済的情報、(vi)適応計画および実践、(vii)

研究、(viii)適応技術、(ix)経済多様性、の各テー

マに関する情報を各国、国際機関、研究機関等か

ら集め、本作業計画の下に集約するというもので

ある。これまでは、SBSTA適応5カ年作業計画と呼

ばれていたが、本作業計画の合意の重要性に鑑み、

カナダの発案により、「ナイロビ作業計画」と名づ

けられた。

この作業計画については、4年程前に筆者が政府

代表団の一員としてCOP等に参加するようになっ

てからずっと担当してきたので、思い入れが強く、

決定文書が採択された瞬間は涙が出るほど嬉しか

った。他方、この程度のことに合意するのにこん

なにも時間がかかるのか、とも思った。今後、交

渉が具体的な適応策支援の段階に移ると、ますま

す難しい局面を迎えるだろう。

(2)適応基金に関する議論

議定書の下、適応基金が設置されている。これ

は、CDMプロジェクトの収益の2%を気候変動によ

る悪影響への適応の支援に充てるというものであ

る。ナイロビ会合では、この基金の管理のあり方

や、運営組織の構成等について決議された。モン

トリオール会合およびSBI24(2006年5月)において

大いにもめた、この基金の管理機関をどこにする

かについては、COP/MOP3において決議すること

を目指す。

管理機関については、先進国は、実績のある地

球環境ファシリティー(GEF)を推しているが、途

上国は、GEFの手続きが煩雑で、時間もかかるこ

とから、GEF以外の機関を選定すべきであり、

GEFの選定を前提とした交渉には応じられない、

と主張している。議論がずっと平行線をたどって

いるので、今回は、「どこの機関にするか」につい

ては一切触れないようにして、「どこの機関にする

かをどうやって決めるか」についての協議が行わ

れた。もちろん、どの国も、特定の機関を念頭に

置いて、交渉を繰り広げていた。「これだから国連

の下での交渉は…」と批判されそうだが、今のと

ころ、国際社会ではこのように地道に合意を積み

上げていくしかないのである。 (久保田)

4. 温温室効果ガスインベントリ関連事項

インベントリ関連事項では、差し迫った京都議

定書の実施に関するものと、他の議題と同様に将

来枠組みに関するものが取り上げられた。

(1)インベントリの審査

2006年から2007年にかけては温室効果ガスイン

ベントリの審査が目白押しとなっている。第4回国

別報告書に含まれるインベントリ、2006年提出イ

ンベントリ、京都議定書の基準年などを報告する

割当量報告書、2007年提出インベントリと、通常

の年であれば1年に1つの審査しか実施されないが、

今年は1年に4つの審査が実施されることとなって

いる。審査は、各国が登録した専門家リストから

事務局が地域バランスなどを考慮して選出した5、

6人程度で構成される専門家検討チーム(ERT：

Expert Review Team)により実施される。条約下の

インベントリ審査では6カ国程度をまとめて審査す

る集中審査という形式が取られることがあるが、

割当量報告書の審査は40カ国近くの附属書Ⅰ国す

べての当該国を訪問し審査すること、また、議定

書の関連決議で審査の終了までのタイムラインが

定められているため一人の専門家が複数の国を担

当することは困難であることから、非常に多くの

専門家が必要とされる。

今回の会合は、割当量報告書の提出期限が2006

年中となっており、各国のインベントリ担当者の

多くがCOPに参加していなかったせいか、非公式

協議は開催せずに、決定文案を関連国と事務局と

が直接やりとりをすることとなった。
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COP決議では、2006～2007年に実施される一部

の審査の簡略化が決定された。また、SBSTA結論

では、審査に参加する専門家を養成するオンライ

ントレーニングコースの重要性、これまで実施し

てきた審査活動が附属書Ⅰ国のインベントリの品

質を向上させてきたことなどが注目された。

(2)バンカー油

バンカー油とは、国際航空、国際海運で使用さ

れる燃料のことである。現在の各国のインベント

リでは国の総排出量と別枠で計上されているため、

バンカー油起源の温室効果ガス排出量は京都議定

書の削減目標では考慮されていないことになる。

前回の会合においても国際航空・海運の排出量

算定に関する技術的な議論を行うワークショップ

を開催するかどうか議論を行ってきたが、合意に

至っていない。バンカー油の議題はここ2年ほど全

く進展しておらず、バンカー油起原の温室効果ガ

ス排出量の増加を強く懸念するEU等の先進国や小

島嶼国、アルゼンチンを苛立たせている議題であ

る。

今回も進展は全くなく、SBSTA全体会合におい

てSBSTA議長から、ある締約国から京都議定書第2

条3について進展がなければ当該議題について議論

をする意思がないと表明されたことが報告された。

いつも通りEU、アルゼンチン等から失望したとの

発言があった。ミクロネシアは2013年以降に適切

に取り扱われるようワークショップを開催すべき

だと主張した。

本議題は決着しなかったが、SBSTA全体会合の

場でノルウェイは条約のプロセスとは別に附属書

Ⅰ国、非附属書Ⅰ国、関連国際機関からの参加を

募り、技術的ワークショップを2007年10月に主催

すると発表した。

(3)炭素回収・貯留(CCS：Carbon Capture and

Storage)の特別報告書について

SBSTA24中に開催された気候変動に関する政府

間パネル(IPCC)のCCS特別報告書に関するワーク

ショップについての報告が条約事務局から行われ

た。

決定すべき事項があるわけではないが、SBSTA

全体会合において各国からコメントが寄せられた。

ブラジルとインドネシアは技術的課題や運用上の

課題が解決されていないとし、CCSの早期運用に

反対した。日本、EU、加は、CCSは低炭素社会の

実現のための重要な選択肢の一つであることを強

調した。今次会合では議論することに対しては反

対意見があったが、CDMだけではなく、インベン

トリ報告においてCCSをどのように扱うべきか(漏

出の計上方法など)を議論すべきとの見解がEUか

ら表明された。 (相沢)

5. おおわりに

COPが開催される前の時点では今回の会合はそ

れほど論点が無いだろうと予想していたが、予想

に反し、地球温暖化問題への取り組みが進みつつ

あるという兆候が随所に見られた。

筆者が担当したインベントリ関連議題は将来枠

組み関連の議題と比べると、技術的かつ地味なも

のであるが、京都議定書の着実な実施という直近

の問題だけではなく、将来枠組みと関連のあるも

のが浮かび上がってきた。バンカー油が進まない

ことに業を煮やしたノルウェイは自前で議論を進

めるための場を提供し、CCSを選択肢の一つして

多くの先進国が支持するなど、昨年までのCOPと

比べると徐々にではあるが着実に前進しているこ

とが感じ取れた。 (相沢)

-------------------------------------------------------------------

(注)2006年10月末に公表された、気候変動と経済に関

する報告書。英国政府気候変動・開発における経済担

当政府特別顧問のニコラス・スターン博士がとりまと

めた。この報告書は、気候変動が及ぼす経済的影響、

中長期的な観点から低炭素社会へ移行する際の経済的

分析、必要な行動と時間との関連性、政策や法令の選

択、適応策の分析を行なっている。ナイロビ会合にお

いて、関連サイドイベント等も開催され、注目を集め

た。原文は h t t p : / / w w w . h m - t r e a s u r y . g o v . u k /

independent_reviews/stern_review_economics_climate_cha

nge/stern_review_report.cfm より入手可。また、AIMチ

ーム(国立環境研究所、京都大学、みずほ情報総合研

究所)がスターン・レビューのレビューを行っている

( h t t p : / / w w w - i a m . n i e s . g o . j p / a i m / s t e r n /

20061130_SR_Assessment_AIM_ver3.pdf)。
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Ⅱ．．サイドイベント「「持続可能な発展のための低炭素社会を目指す

ググローバルチャレンジ（GGlobal Challenges Toward a Low-Carbon Society

(LCS) Through Sustainable Development (SD)））」開開催結果報告

地球環境研究センター温暖化対策評価研究室　主任研究員　　藤野 純一

2006年11月8日、環境省および英国環境・食糧・

農村地域省(Defra)との共催で標記サイドイベント

を行った。2005年にモントリオールで行われた

COP11で、国立環境研究所として初めてサイドイ

ベントを主催した(詳細は本誌2006年1月号を参照)

が、今回はそれを発展させたものだ。前回は各国

のシナリオ研究の現状に焦点をあて、各国の一人

あたりCO2排出量シナリオを一つのグラフにまと

めたが、今回は低炭素社会(以下、LCS)構築に向

けて、先進国お

よび途上国にお

いてどのような

活動が必要なの

か、特にL C Sと

同時に解決する

必要がある持続

可能な発展に向

けた提言を行う

ことが目的だっ

た。

2006年2月16日

に日本と英国の

共同研究プロジ

ェクト「低炭素

社会の実現に向けた脱温暖化2050プロジェクト」

を行うことを公表し、6月13日から16日にかけて第

1回ワークショップを東京で開催したが、そこで集

まった、インド、日本、イギリス、南アフリカ、

ドイツ、中国の専門家がプレゼンテーションを行

った。

まず、環境省の谷津審議官から日英共同研究プ

ロジェクトの位置付け、本サイドイベントで期待

される成果に関する開催の辞が寄せられた後、国

立環境研究所の西岡理事が前回のサイドイベント

との関係、自身が共同議長を務めた第1回日英LCS

ワークショップの結果について紹介した。

講演ではまず、インド経営大学のShukla教授が、

途上国でLCSに向けた対策を実施するには持続可

能な開発とつながっている必要があり、インドを

対象にミレニアム開発目標とリンクした対策例や

気候変動に対して脆弱なインド西岸に対する対策

例を示した。次に筆者から、どうすれば日本を

LCSに変えることができるのか、AIM(アジア太平

洋統合評価モデル)を用いて定性的および定量的に

2050年の日本のCO2排出量を70％削減する方策の

検討結果を示し

た。さらに、日

本のモデルを世

界各国で役立て

るため、アジア

を中心とした12

カ国の若手研究

者に日本LCSモ

デルを紹介し、

各国のデータを

適用した分析を

行ったことを報

告した(詳細は本

誌2006年12月号

「 AIM Training

Workshop 2006の開催」を参照)。続いてDefraの

Warrilow室長が、IPCC(気候変動に関する政府間パ

ネル)やIEA(国際エネルギー機関)のETP(エネルギ

ー技術戦略報告書)、英国のスターン報告書など最

新の温暖化研究を紹介した後、様々な主体の参加、

包括的な政策、強力なリーダーシップなどが、持

続可能なLCSを実現する主要因となることを講演

した。

続くパネルディスカッションでは、LCSを実現

するのにキーとなる要素についてプレゼンテーシ

ョンが行われた。ケープタウン大学のMwakasonda

主任研究員は、途上国のほうがLCS実現に向けて
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国立環境研究所サイドイベントの様子

どうすれば、特に途上国において持続可能な
発展と低炭素社会実現が両立するのだろうか？
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改善余地が大きいことを指摘し、南アフリカを対

象としたSD-PAMs(持続可能な発展に向けた政策

と手法)を行うことで二酸化炭素排出の削減にもつ

ながる対策がたくさん存在することを示した。ド

イツ連邦環境庁のWeiss科学担当官は、ドイツにお

けるLCSシナリオおよび再生可能エネルギーに期

待される役割を示した。最後の発表予定者だった

中国能源研究所のJiang所長はビザの関係で残念な

がら参加できなかったが、事前に送付されたスラ

イドを元に国立環境研究所の甲斐沼室長が、中国

におけるクリーンコールテクノロジー等の技術開

発・普及の現状とそれによる副次的便益について

代理報告し、会場から中国能源研究所のYang氏が

中国でLCSを実現するには低炭素資源へのアクセ

ス、技術の適用可能性、経済性についてさらに研

究を進める必要があることを指摘した。

一連の発表終了後、会場から、IEAのDixon氏が

特に途上国においてエネルギー効率の改善、化石

資源のクリーンな利用技術の普及、炭素隔離技術

の有用性についてコメントした。続いてWRI(世界

資源研究所)のPershing氏からLCSを実現する投資

が重要で、特に先進国から途上国にそのような投

資ができないかどうか、本会議で行われている交

渉につなげる方法がないか、問題提起を行った。

さらに、ケニアのMwinyihija博士から産業を中心

とした経済発展と持続可能な発展が必ずしもつな

がっていない現状について、クライメートエキス

パーツの松尾氏からは、中国における交通システ

ムについて今から車社会に向けて設備を投資する

とロックインしてしまい、公共交通機関を使うシ

ステムに変更するのには大変なお金と時間がかか

ることに対する懸念が指摘された。中国能源研究

所のYang氏が、中国でも上海に近いDongtanで先進

的な交通システムに向けた取り組みが既に行われ

ていて、良いビジョンが必要なことを紹介した。

最後に、座長の西岡理事から、科学的な議論に基

づいた分析によりLCSに向けた具体的な道筋を提

示する必要性と、LCSを実現するには様々な主体

の協力が欠かせないことを述べるとともに、今回

多くの聴衆を得たことへの感謝の意を示し、サイ

ドイベント後には中庭に場を移し、ランチボック

ス片手に専門家と参加者とで議論が続けられた。

これらの成果を踏まえて、環境省とDefraは、大

臣の署名入りのステートメントを各国交渉団に配

布し、日英共同研究プロジェクト「低炭素社会の

実現に向けた脱温暖化2050プロジェクト」をさら

に推し進めることを公式に表明した。

1972年生まれの筆者にとって、国連人間環境会

議の場で設立が決まった国連環境計画(UNEP)の本

部を訪れる機会を得たのは感慨深かったが、ナイ

ロビの中心地でさえ治安の問題から自由に出歩く

ことができない状態はとても悲しかった。一日も

早く街に平穏が訪れて、持続可能な発展につなが

る低炭素社会構築に舵を切って欲しい。

関関連資料

サイドイベントプログラム・発表資料：

http://2050.nies.go.jp/cop12

国立環境研究所HP上の速報：

http://www.nies.go.jp/whatsnew/2006/20061108/index2.html

JCCCA中根氏の報告：

http://www.jccca.org/content/blogcategory/224/868/1/9/

ENBのサイドイベント特集号に掲載：

http://www.iisd.ca/climate/cop12/enbots/8nov.html
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＊なお、GCPつくば国際オフィスもサイドイベントを共催(20ページ参照)。
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Ⅲ．．展示ブースの開設

企画部　広報・国際室長　　佐藤 邦子

展示会場は、国連ナイロビ事務所本部建物の正

面玄関の左右に伸びる吹き抜けのコンコースを利

用して上下階をグリーン、ブルー、イエロー、レ

ッドの4区画に分け、コンコースの両側に各区画20

ほどの展示ブースを設けるというものであった。

国立環境研究所のブースは、メイン会議場やサイ

ドイベント会場となった国際アグロフォレストリ

ーセンターへの通り道に当たるグリーンの区画に

割り当てられていた。

日本出発前の事前情報では展示会場は国連ナイ

ロビ事務所建物内ということしか判らず、ポスタ

ーを貼るパネルの大きさも定かでない状況だった。

実際のパネルは前回モントリオールの時に較べ幅

が狭かったが、COPにおける展示ブースを使って

の広報・宣伝活動も2回目とあって、展示ブースの

状態に応じて対応ができるよう大きさの違うポス

ターを2種類準備していたので、慌てることもなく

ブースの設営を進めることができた。事前に送付

していた展示・配布資料の引き取りも順調にいき、

10時からの開会式に向かう参加者の通行が多くな

る頃には、展示ブースはほぼ完成、設営作業中に

も足を止めて話かけてくる参加者があり、一時は

設営作業を中断して対応する場面もあった。

ブースでは気候変動に関する国立環境研究所の

研究活動を紹介するポスターを展示するとともに、

地球シミュレータによる1950～2100年の地上気温

と降水量のシミュレーション画像のデモンストレ

ーションと、船舶や航空機を使った二酸化炭素濃

度のモニタリング活動の紹介を行った。ただ、停

電がたびたびあったため、プロジェクターを使っ

ての大きな画面でのデモンストレーションを断念

せざるを得なかったのは残念だった。

また、環境省、英国環境・食糧・農村地域省に

よる科学的研究プロジェクト「低炭素社会の実現

に向けた脱温暖化2050プロジェクト」の第1回国際

ワークショップの成果をとりまとめた報告書を中

心に、前回同様気候変動関連の研究成果や地球環

境研究センターにおける研究活動等を紹介する各

種資料を配布した。持ち込んだ資料が会期前半で

全て出尽くしてしまったのは、“嬉しい誤算”だっ

た。

＊国連気候変動枠組条約締約国会議(第1回～第11回)の報告は、地球環境研究センターホームページ(http:// www-

cger.nies.go.jp/cger-j/c-news/series/cop/coptop.html)にまとめて掲載されています。
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COP12おおよびCOP/MOP2写写真

UNEP(1) UNEP(2)

ケニアらしく会議室の名称は動物のものだった NIESブース
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20年以上前に当時の国立公害研究所に伺い、

佐々所長、近藤副所長と筑波の土地本来の森の調

査に出かけました。その日はあいにく雪の降る寒

い日でしたが、生物分野ではない医学や工学系の

先生方が率先して森に入って行かれたのを見て、

感銘を受けたのを覚えています。今日久しぶりに

国立環境研究所に伺い、非常に優れた研究がなさ

れているのを感じました。

命を守り、環境を守る森

緑にもいろいろありますが、まず公園について

お話しましょう。公園というと、下草を刈って植

物を残しています。このやり方を皆さんはいいや

り方と思うかもしれませんが、「森の下にはもう一

つ森がある」というドイツのことわざがあるよう

に、一見邪魔ものに見える下草が、上の森を支え

ているもう一つの森なのです。それが土地本来の

本物の森であれば、自然災害に耐えることができ、

立体的な多層群落ですから、緑の表面積は単層群

落の芝生の30倍にもなります。現在、都市計画に

は必ず、緑地＝公園をつくるよう言われています

が、その公園は永遠に管理が必要になります。日

本人はずっと昔から、新しい都市づくりのため自

然を開発し破壊して集落を作っても、ふるさとの

木、ふるさとの森を残してきました。これが、日

本人の英知です。そして、この森を切ったら罰が

当たるという宗教的な気持ちを持ってきました。

日本中を調べてみると、どんな農村地帯でも小さ

な森があります。台風にも火事にも強く、嬉しい

ときも悲しいときも人々のよりどころになってい

る、これが、日本人が世界に誇る鎮守の森です。

森そのものが命を守り、環境を守ってくれます。

また、森は、現在注目されているカーボンの吸

収・固定機能としても寄与するはずです。

1980年代に日本列島の森を調査し、いかに潜在

自然植生が失われているかを知りました。一見緑

に見えても実は人工的なものです。私が本物にこ

だわるのは、偽物は、まず、管理にお金がかかり

ます。また、一時的に大きくなりますが、火事や

治水、台風などにも十分に機能しません。本物は

厳しい環境に耐え、長持ちします。日本の総人口1

億2000万人の92.8％が住む地域において、緑化し

たと言われても、私たちの現地調査によると、二

次林を含めても本来の森の植生は0.06％しか残っ

ていません。

潜在自然植生に基づく森の再生

私が住んでいる神奈川県は、約2400km2の面積に

人口が880万人を超えており、その結果、人々は、

死んだ材料でできた住宅家屋に住み、セメントで

できた学校で学び、非生物的な材料でできた工場

で働くことになりました。そういう環境にいると、

人は生物的な本能で緑を要求します。バブル期に、

行政は、時には1本百万円以上もするような大きな

木を植えましたが、その土地のものではなかった

ため、うまくいきませんでした。私がこの国立環

境研究所を含めて30年間進めてきたのは、大きく

なるポテンシャルを持った木、その土地の潜在自

然植生に基づいた木を植えることです。

東京湾の埋め立て地に植林したことがあります。

埋め立て地のため、潜在自然植生がわかりません

から、近くの浜離宮恩賜公園に調査に行きました。

そうすれば自然が発するかすかな情報がわかり、

見えない問題がわかります。皆さんの研究も同じ

2006年年ブループラネット賞受賞者による記念講演会報告(1)

2006年のブループラネット賞受賞者である宮脇昭博士(財団法人国際生態学センター研究所長／横浜国立大学

名誉教授)とエミル・サリム博士(インドネシア大学経済学部・大学院教授／元インドネシア人口・環境大臣)に

よる記念講演会が、2006年11月17日、国立環境研究所地球温暖化研究棟 交流会議室で行われました。2回に分け

て講演内容を紹介いたします。

エコロジカルな森づくり －－日本から世界へ－

(財)国際生態学センター研究所長／横浜国立大学名誉教授　　宮脇 昭 博士
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だと思います。浜離宮恩賜公園には250年前からの

植物がありますので、そのタネで苗を作ることに

しました。それを混植し、密植したところ、8年で

7m、現在15年目で14mに成長しました。

先ほども申し上げましたが、皆さんが目にして

いる緑のなかで潜在自然植生はほんのわずかだと

いうことを知っておいて下さい。潜在植生を知る

ことによって、今後は、行政も研究所も企業も、

植木屋さんに丸投げしないで、データに基づいた

科学的な緑化計画を進めていただきたいと思いま

す。研究所も最良の緑の環境と共生するというの

が私の哲学です。

植える場所がないと言う方がよくいますが、た

とえば横浜国立大学は、昭和50年(1975年)に正門

から事務局までの長さ500m、幅1.5m、45ﾟの斜面

に、シラカシ、アラカシ等を混植しました。5年す

ると立派に成長し、落ち葉が外に出ないので管理

も不要です。

命を救う森

1995年1月17日の神戸の震災の後、現地を見に行

く機会がありました。最高の技術と高いお金をか

けて作った鉄の建造物は倒壊し、何百億円もかけ

たご自慢の高速道路や新幹線も被害にあっている

のに、祖先が残したふるさとの森、鎮守の森の木

は、私たちが現地調査した結果では、1本も倒れて

いませんでした。これが4000年来自然の森と共生

してきた日本人の英知です。さらに、土地本来の

木であるアラカシのあるところでは、火事の延焼

を防いでいます。もし震災で倒れた高架に10年前

に植栽していたら、10年で10mの樹林になってい

ますから、橋が倒れてもドライバーの命は助かっ

たかもしれません。

神戸の地震よりはるか昔の関東大震災の時はど

うだったでしょう。私が国立国会図書館の資料で

調べたところ、板塀で囲われている陸軍被服廠跡

地は、40000人逃げ込んで、わずか30分で38000人

が亡くなっているのに、2km南の清澄公園には

20000人が逃げて、一人も亡くなっていません。な

ぜこの差が生まれたか。清澄公園には常緑の潜在

自然植生が植えられていて、これが生死を分けた

のです。リスクマネージメントを研究される時、

どういうリスクがあり、その対応にはハードな面

と同時に生きた材料も考えていただきたいですね。

海外でも実証

その土地本来の植生を考慮しないで植栽した場

合、最初のうち早く成長しても台風などで倒れて

しまいます。ところが、本物の木をエコロジカル

な方法で植えると、15～20年で自然に近い森が再

生できます。科学者は自分の発言や行動に責任を

持たなければなりません。私はこれまで国立環境

研究所や新日本製鐵㈱などの国内だけではなく、

海外でも植樹を行い、実証してきました。

熱帯雨林の再生のお話を少ししましょう。私た

ちはボルネオのカリマンタンで調査しました。地

球を汚染する化学洗剤ではなく、有機洗剤のため

のパームオイルを日本などに高く売るため、すで

に森は破壊されていました。しかし原生林も少し

残っていましたから、土地本来の植生を調査しま

した。私たちは高い木に登り、木を揺すって、90

数種類のドングリを採取し、ポット苗にして1991

宮脇昭(みやわき あきら)博士プロフィール xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx

1928年 岡山県生まれ

1952年 広島文理科大学生物学科卒業

1958～60年 西独植生図研究所研究員

1961年 広島文理科大学理学博士号取得

1961～1962年 横浜国立大学講師

1962～1973年 横浜国立大学助教授

1973～1993年 横浜国立大学環境科学研究センター教授

1985～1993年 横浜国立大学環境科学研究センター所長

1993年より 横浜国立大学名誉教授及び

財団法人国際生態学センター研究所長

((財)旭硝子財団ホームページより引用)

xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx
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年に第1回の植樹祭を行いました。10年経つとそれ

が20mくらいに成長しました。

原生林に近い森から分かることは、健全な生物

社会とは、老大木から若い木までいろいろな種類

の生き物がいがみあいながらも少し我慢して棲息

していることです。Biodiversityとは、健全な森林

システムで生態系が維持され、成長していること

です。ボルネオに次いで、私たちはブラジルのア

マゾンでも調査をし、1992年に第1回の植樹祭をし

ました。

中国では、1998年から3年かけて、日本からのボ

ランティアと北京近郊の万里の長城沿いに植栽す

ることになりました。樹種の選定は私がいたしま

した。主木であるモウコナラはとうの昔になくな

っていると言われましたが、私たちは野を越え、

山を越えて、毎年30万から60万のタネを拾って植

えました。

中国で開発が進んでいる上海でも植樹祭を行い

ました。日本の企業も協力してくれました。また、

多くの子どもたちが参加してくれ、泥だらけにな

って木を植えてくれて、その素晴らしい笑顔がと

ても印象的でした。

ふるさとの森を未来へ

私たちが将来に残すのはお金でも株でもありま

せん。30数億年続いている遺伝子を未来につなげ

ていくために、100年足らずの仮の姿として現代を

生きている私たちが残すものは、土地本来の本物

の木によるふるさとの森です。人間の命の共生者

としての生きた緑の良さを伝えていくことです。

私たちは土地を開発し、施設を造っていかなけ

ればなりません。同時に4000年続いてきた私たち

の祖先が作ってきた鎮守の森のように、まだ不十

分ですが、環境と植物生態学を統合して、日本か

らアジア、世界に皆さんとともに命の森をつくっ

ていきたいと思います。ハイテクの素晴らしい研

究をされている国立環境研究所の皆さんには泥臭

くて大変だと思いますが、こういう現場の森づく

りにも目を向けていただきたい。科学的な調査、

研究に基づいたエコロジカルな脚本を書いて、地

球という舞台で命の森をつくるドラマを展開して

いただきたいと思います。森はカーボンの吸収・

固定にも貢献します。

私が最初に国立公害研究所に伺い提唱したこと

を、当時の佐々所長、近藤副所長が騙されたと思

ってやってみようとおっしゃってくれました。今

日伺って見て、30年経って、研究所の周囲は立派

な緑になっています。皆さんはノウハウをもって

らっしゃるのですから、明日の命を守る森づくり

の活動を日本から世界へ発信していただきたいと

思います。

Q：日本の資源は、国土の3分の2を覆う森林と人

材だと私は思っています。現在の日本の森林はス

ギに覆われて、しかもほったらかしにされている

と思います。それについて、先生はどうお感じで

しょうか。また、そういう森林をどうしていくべ

きかアドバイスいただけますか。

A：日本の国土の70％近くが森林と言われていま

すが、先ほどもお話したとおり、潜在自然植生は

わずかしか残っていません。しかし、土地本来の

緑は多層群落で管理がいらないし永久に残ります

から、うまく使えばいいのです。スギやヒノキ、

マツも現在あるものは基本的には残し、間伐した

り倒れたりしたものを捨てない、焼かない、出さ

ないで、横に置きます。そこに落ち葉が溜まりま

すが、放置したり、また次にスギ、ヒノキ、マツ

を植えるのではなく、土地の潜在植生を主木にし

て、混植・密植して土地本来の緑にすることがい

いと思います。それは、斜面保全にも景観形成に

も、そして何よりも地球温暖化防止に寄与すると

思います。

宮脇博士からご助言をいただいて植林してから27年を

経て、立派に茂ったシラカシの林

（於：国立環境研究所、撮影：宮脇博士）
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1. 森森林総合研究所での推進方向

独立行政法人森林総合研究所では、森林・林

業・木材産業に関わる諸問題の解決を目指し、森

林の有する多面的機能を持続的に発揮させ、山村

地域の活力の向上を図るために、平成18年度から5

年間で開始した第2期中期計画では、開発研究(3重

点分野、8重点課題)および基礎研究(2重点分野、4

重点課題)を設けて研究を進めています。特に、地

球温暖化関連については、二酸化炭素を吸収して

温暖化を緩和する森林機能の発揮が期待されてい

る一方で、温暖化軽減あるいは予防するための具

体的な対策が必要とされていることから、「地球温

暖化対策に向けた研究」を重点分野の中で最も重

要な研究分野と位置付け、「森林への温暖化影響予

測と二酸化炭素吸収源対策の評価・活用技術の開

発」(図)を重点課題として取り組んでいます。

2. 森森林吸収量を取り巻く情勢

京都議定書に基づき、第1約束期間(平成20年から

24年)おいて、わが国の森林吸収量のうち年あたり

最大1,300万炭素トン(基準年排出量の3.8％)が日本

の排出削減目標の達成に利用できます。平成18年8

月には本議定書に準拠した日本国の割当量に関す

る報告書が作成されました。こうした温暖化防止

対策の一環として各種事業が推進され、森林生態

系における温室効果ガス収支の計測法の向上と施

業の影響評価法が求められているところです。

京都議定書の第1約束期間では、伐採と同時に炭

素が放出されるとして炭素蓄積量を算出しますが、

木材などとして利用する間は、炭素蓄積として評

価することが妥当と考えられます。この考えにつ

いて第2次約束期間以降で国際的な合意を得るた

め、森林生態系と木材利用のあらゆる段階での炭

素蓄積量をより正確かつ迅速に計測する手法(全炭
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国内研究機関における地球環境関連の研究計画紹介(1)：(独)森林総合研究所

森森林への温暖化影響予測と二酸化炭素吸収源対策の評価・

活用技術の開発

森林総合研究所　研究コーディネータ　　佐藤 明

図　森林総合研究所における温暖化関連・重点課題

「森林への温暖化影響予測と二酸化炭素吸収源対策の評価・活用技術の開発」

国立環境研究所では平成18年度から5年間の第2期中期計画期間に入り、重点研究プログラムのひとつとして

「地球温暖化研究プログラム」を開始しました(地球環境研究センタニュース6月号～11月号で紹介しました)。地

球温暖化をはじめとする地球環境問題に関しては、国内の多くの研究機関においても重要な研究課題として取り

上げられています。今回からシリーズで、各研究機関における中期的な取り組みの計画について紹介していただ

きます。
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素算定：フルカーボンアカウンティング)の開発が

急務となってきました。

また、顕在化・深刻化しつつある地球温暖化の

森林生態系への影響の実態を観測し、具体的な軽

減・予防策を講じる明確な科学的根拠を与えるた

め、モデル等を含めた総合的な解明研究の深化が

求められており、さらなる温暖化による脆弱性評

価技術の開発が待たれていると認識しています。

さらに、京都議定書には京都メカニズムを利用

した仕組みが導入されており、現在も実施上の細か

な点は協議中のところもありますが、途上国におけ

る吸収源CDM(クリーン開発メカニズム)活動で達

成された吸収量の一部を先進国の排出目標達成のた

めに利用できます。勿論、京都議定書の有無にかか

わらず熱帯地域での森林減少と劣化への対応は重要

な問題であり、熱帯荒廃地の回復のための人工・天

然更新技術のさらなる開発は急務です。

3. 温温暖化対策に向けた研究

これらの背景を受けて、森林総合研究所では「森

林に関わる温室効果ガス及び炭素動態を高精度に

計測する手法の開発」、「森林、木材製品等に含ま

れるすべての炭素を対象にした炭素循環モデルの

開発」、「温暖化が森林生態系に及ぼす影響を予測･

評価する技術の開発」、および「荒廃林又は未立木

地における森林の再生の評価・活用技術の開発」

を行います。

これまでに日本全体の森林における二酸化炭素

吸収量の推定および森林生態系、特に土壌中での

炭素固定量の推定を行ってきました。また、国内5

箇所に観測タワーを設置し(写真)、それぞれの森

林タイプにおける二酸化炭素吸収・固定量を測定

し、プロセスの解明と吸収量算定の不確実性の低

減に努めてきました。

森林への温暖化影響のモデルの高度化と炭素動

態の高精度計測手法の開発を通して温暖化の影響

予測の精度向上を図るとともに、森林・林業・木

材利用の全過程における炭素固定(フルカーボンア

カウンティング)の評価・活用技術の開発を目指

し、農林水産省の研究プロジェクト「地球温暖化

が農林水産業に及ぼす影響の評価と高度対策技術

の開発」(H18～22年度)の中で、炭素循環、対処

技術、影響解明の研究に取り組んでおり、最終的

には、森林・林業・木材を統合した炭素循環モデ

ルの構築と影響評価を行うことにしています。

この他、温暖化防止研究の重点課題では、環境

省地球環境保全等試験研究費「環境変動と森林施

業に伴う針葉樹人工林の二酸化炭素吸収量の変動

評価に関する研究」(H16～20年度)や「CDM植林

が生物多様性に与える影響評価と予測技術の開発」

(H16～20年度)、あるいは地球環境研究総合推進

費「陸域生態系の活用・保全による温室効果ガス

シンク・ソース制御技術の開発」(H15～19年度)

等、多岐に渡る温暖化に関わるプロジェクト研究

を取り込み、研究を推進しています。

これらの成果に基づいて、京都議定書の第1約束

期間以降の取り組みやアジア森林パートナーシッ

プ等国際的な協調活動において、温暖化対策の科

学的根拠を提供し、また、わが国の長期森林計画

においては温暖化の影響を軽減する施策を立案す

る際の技術的支援を行うことができると考えてい

ます。これには、わが国の林業・森林環境政策と

連携した研究推進が非常に大切であり、林野庁、

農林水産省および環境省等行政機関と密に情報交

換しながら研究を展開して行くこととしています。

【問い合わせ先】

(独)森林総合研究所　企画調整部研究情報科広報係

〒305-8687 茨城県つくば市松の里１番地

TEL：029-829-8134 FAX：029-873-0844
E-mail：kouho@ffpri.affrc.go.jp

写真　安比森林気象試験地(岩手県)の観測タワー

この他、札幌森林気象試験地(北海道)、富士吉

田森林気象試験地(山梨県)、山城水文試験地(京

都府)、鹿北流域試験地(熊本県)で二酸化炭素吸

収・固定量の観測を行っています。
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私私が答えます：

地球環境研究センター

炭素循環研究室長　　向井 人史

海洋から大気へ、また大気から海洋へ年間に炭

素換算で約90 Pg(ペタグラム)［見慣れた表現では

900億トン］の二酸化炭素が行き来しているという

説明をうけたり、図を見たりすることがあるかも

しれません。これに対し、私達人類が石油や石炭

などの化石燃料の使用や森林破壊で大気に放出し

ている二酸化炭素は7 Pg［70億トン］程度ですの

で、海洋と大気間を行き来している90 Pgに比べる

と小さいものに感じられます。

(注：このあまり聞きなれないP(ペタ)は10の15乗

を意味する国際的な記号です。1Pgは1Gt(ギガト

ン)と書かれる場合もよくあります。1 Pg ＝1 Gt ＝

1015ｇ＝ 10億トン。ここでは、科学論文によく使わ

れる二酸化炭素の炭素換算
．．．．

でのペタグラムを用いま

す。)

海洋と大気の二酸化炭素の交換とは？

まず海洋と大気との間の二酸化炭素の交換量と

いうものが何であるかを説明しましょう。実は、

我々がなにも手を加えなくとも、海洋と大気の境、

つまり海面を通して二酸化炭素は常に移動してい

るのです。海水中にある二酸化炭素は、すきあら

ば大気へ出ていこうとしています。一方、大気中

にある二酸化炭素はすきあらば海水にもぐり込も

うとしています。実際には物質にはそのような意

思があるわけではありませんが、空間や物質の中

に広がって行こう

とする“拡散”

とよばれる

現象がそれ

ぞれの側

に存在し

ます。い

わ ば 、 二

酸化炭素と

いうボールを

海水チーム側と

大気チーム側に分か

れてお互いに投げあっている状態を想像していた

だければ良いと思います。境界線でのボールのや

り取りの数がこの交換量にあたるわけです。チー

ムにいる各人がある時間内に投げられるボールの

数はその人のまわりにあるボールの数に比例して

いると考えられますので、大気チームにあるボー

ルが多くなると、大気から海洋へ投げられるボー

ルが多くなります。もし、ある時間内に投げたボ

ールがお互いに同数であるならば、それぞれの側

にあるボールの数は投げる前と変わっていないこ

とになります。この場合、大気から海水へ移動す

る量と、海水から大気へ移動する量が等しくなり、

見かけ上はお互いに変化が無いように見えます。

この状態を平衡状態と呼んでいます。我々は見か

図1 二酸化炭素の移動の様子（1980～89年）

（単位Pg-炭素/年）（Siegenthalerら, 1993） 図2 大気－海水境界面での二酸化炭素の交換のイメージ
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け上のことしか見えないことが多いので、何も起

こっていないように見えますが、実際のミクロの

世界から見ると両者一歩も引かない白熱した激し

いボール投げがまさに繰り広げられているという

状況です。この表向きにはよく見えていない交換

量を表しているのがここでのご質問の約90 Pgとい

う数字です。

産業革命が起こる前の、大気中二酸化炭素濃度

が長い間280 ppmで一定だったころの大気と海洋の

間はまさに平衡状態にあり、その当時の二酸化炭

素のボールの投げあいによる海と大気との交換量

は、74 Pgであったと考えられています。数字が90
Pgよりも小さいのは、大気の濃度が現在よりも低

いためですが、いずれにせよ、年間を通してのボ

ール投げ合いは引き分けであり、大気と海洋の正

味の出入りはゼロであったと考えられています。

このように、大気中の二酸化炭素濃度の動きを調

べるためには、交換量自体の大きさより、最終的

な正味の出入りを見なければなりません。売り上

げがいくらかではなくて、最終利益がいくらであ

るかを考えねばならないことと同じです。

我々が放出している二酸化炭素とのかかわりとは？

さて、問題はこの海面で行われているミクロ的

ボール投げ大会に、我々がどのように参加してい

るのかということです。今、我々人間が化石燃料

を燃やしたりして放出している年間の二酸化炭素

量(7 Pg)は、大気濃度でいうと毎年3.5 ppm程度の

濃度増加(これは約1％の濃度変化に対応する)を与

えるような大きさとなります。ポイントはこの

我々が放出した二酸化炭素のボールは、大気と海

洋の交換量と関係なく、まず一度大気に蓄積する

ということです。これにより大気濃度の増加が最

初に起こります。いわば、我々はこのボール投げ

大会で一方的に大気チームに加担しているのです。

我々が大気チームのボールの数を少しずつ増やす

ことで大気チームは優勢になり、海水側へ投げる

ボールもそれだけ増加して行きます。よって海洋

へのボールの移動量が増え、その結果、海洋も追

随して濃度増加が起こります。

これまで、我々が毎年出した二酸化炭素は、海

洋や陸の植物などが吸収してもまだ半分程度が大

気に残ってしまうことがわかっています。その結

果200年の間に大気の濃度は 280 ppmから345
ppm(1985年)へ増加しました。この濃度増加によ

り大気から海洋への二酸化炭素移動量は、以前の

年間 74 Pgから92 Pgまで増加したと考えられます。

海洋も大気からの移動量が増えることで濃度が上

昇しますが、海洋は表面海水と深層海水との入れ

替わりがあり、取り込まれた二酸化炭素のボール

が少しずつ深層へと運ばれることで、表面の海水

の濃度増加には遅れが生じます。近年の海洋観測

の結果から、海洋の二酸化炭素の大気平衡濃度は

実際の大気よりも平均で8 ppm程度低くなっている

と考えられています。この濃度差により、海洋か

ら大気への移動量は、大気から海洋へ移動する量

よりも2 Pg程度少ない、年間90 Pgと推定されてい

ます。

この様な原理から、92 Pg－90 Pg＝2 Pgが、大気

チームが優勢となったため海洋側へ移動した(海洋

が吸収した)量であることがわかります。一方、人

間が大気へ放出している7 Pgはその3倍以上ですの

で、かなりの量が毎年大気に残されてしまいます。

実際には植物による吸収があるので、残存量は少

し抑えられますが、もしこのままの二酸化炭素排

出量を維持すると、今後50年で500 ppmにせまる濃

度になるのは確実です。例えば、陸上植物がさら

に１Pg吸収し、年間7－2－1＝4 Pgが大気に残ると

すると、年間に2 ppm増加し、50年で100 ppm増加

します。現在濃度はすでに約380 ppmです。しかも

IPCC(気候変動に関する政府間パネル)の二酸化炭

素排出量シナリオではさらに排出量が増える場合

も想定されていますので、濃度増加はさらに大き

くなることも考えられます。そして、このレベル

の二酸化炭素濃度で温暖化傾向は十分加速され、

海洋の酸性化などを含めて地球環境に重大な変化

がもたらされるとIPCCは警告しています。

これらの状況を受けて、例えば、温暖化の影響

を回避するべく二酸化炭素等の濃度を500 ppm以下

に安定化させようとするならば、上のような二酸

化炭素の循環が続く場合、50年後には我々人類に

よる二酸化炭素発生量を半減させるぐらいの削減

が必要になることがわかります。しかし今後の炭

素循環の変化に関して未知の部分も多く、将来の

二酸化炭素濃度の予測に対してさらなる研究が必

要であると思われます。

＜参考＞どのようにして、このような交換量が推

定されているのでしょうか。

これは放射性炭素を含む二酸化炭素の海洋への
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英オックスフォード大学は、2006年に注目され

た言葉を対象とする「ワード・オブ・ザ・イヤー」

に、企業が排出する温室効果ガスを植林事業など

により相殺し、温室効果ガスの排出をゼロにする

考え方を示す「カーボン・ニュートラル」を選び

ました。しかし、植林された木はいつかは伐採さ

れるか枯れてしまいます。それでも植林が温暖化

対策になる理由をどのように考えれば良いのでし

ょうか。

植林による温暖化対策効果

この効果について考える鍵は、植林地において

植林活動の前後でどのように状態が変化するかを

比較することにあります。図は、放棄された農地

等の荒地に対して植林を実施した場合について、

樹木の成長や伐採に伴う森林生態系(植林地の地上

部と、根や土壌中を含む地下部全体)における炭素

の蓄積の変化の様子を、これまでに得られている

各種の研究データにもとづいて模式的に表したも

のです。

森林生態系は、樹木の成長に伴い二酸化炭素

(CO2)を吸収します。一方、枯れ葉や枯れ枝、枯

死木の全てが直ぐに分解されて大気中にCO2とし

て還るわけではなく、炭素を含んだ土壌有機物と

して土壌に蓄積し、少しずつ分解しCO2を放出し

てゆきます。図では、植生と土壌に蓄積される炭

素が、植林と伐採(あるいは枯死)の繰り返しによ

って長期的にどのように変化するかを示していま

す。森林の成長速度は気候によって異なりますが、

この図では数十から数百年間の間に発生する伐採

と再生の数回のサイクルにおける変化が示されて

います。この図を見ますと、確かに伐採によって

森林における炭素の蓄積量は一時的に減少します

が、土壌中に蓄えられた炭素は着実に増え続けて

いることがわかります。すなわち、植林後の森林

では、伐採と再生のサイクルを繰り返す中で、全

体の炭素の蓄積は徐々に増大してゆくことがわか

ります。そして、土壌中に蓄えられる炭素は、諸

条件にもよりますが、平均的には植生中の炭素量

に匹敵する、あるいはそれ以上の量となります。

私私が答えます：

地球環境研究センター

主席研究員　　山形 与志樹

吸収量の測定から推定された値です。放射性炭素

は宇宙線でできて大気中に二酸化炭素として一定

レベル生成しています。いわば色のついた二酸化

炭素のボールが存在することになります。これが

定常的に海洋へ溶け込んでいる速度の観測や、

1960年前後に核実験により大量にばらまかれた放

射性炭素の海洋に侵入していく様子の観測などか

ら、通常の二酸化炭素の場合の海洋への移動速度

が見積もられています。

→→さらに良く知りたい人のために

見て、読んで、理解する地球温暖化資料集. 地球環

境研究センター(http://www-cger.nies.go.jp/ws/
opening.html).

Siegenthaler, U., Sarmiento, J. L. (1993) Atmospheric
carbon dioxide and the ocean. Nature 365, 119-125.

図　植林の実施前後における炭素蓄積量の変化

（本図は温帯林の土壌における炭素蓄積変化を表

しています。森林成長は暖かいところほど早い

のですが、土壌中炭素は、微生物分解による土

壌呼吸が減少する寒いところほど大きくなるこ

とが知られています。）
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さらに森林が成熟してゆきますと、最終的には

木の成長分と土壌における有機物の分解が平衡状

態になり、森林生態系としての炭素蓄積の増大は

ストップします。植林後の長期的な炭素ストック

の平均値に着目すると、植林前の土地にあった炭

素の蓄積量と比べて増大することがわかります。

すなわち、植林による温暖化対策の効果は、短い

間で増えたり減ったりする炭素量ではなく、長期

的に見たときに森林全体に蓄えられる炭素蓄積の

平均値を増大させる効果で評価することができま

す。

バイオマス利用による温暖化対策効果

また、伐採された木からCO2が直ぐに排出され

るわけではありません。伐採された木は、材木と

して住宅や家具に利用され、長い間にわたって炭

素を保持し続けます。伐採や製材時の残材や廃材

がバイオマスエネルギーとして燃料に利用されれ

ば、石油などの化石燃料を代替することで石油な

どから排出されるCO2の排出の削減につながり、

温暖化対策に直接的に貢献することが可能になり

ます。というのも、バイオマスの燃焼で排出され

るCO2はもともと大気から森林に吸収されたもの

なので、バイオマスエネルギーの利用は長い目で

見たとき大気中のCO2量を増大させるものではな

いからです。さらに伐採後に森林が再生しますの

で、もう一度、この排出されたCO2を吸収するこ

とも可能です。このため、植林とバイオマス利用

のサイクルによる温暖化対策の効果には限界が無

く、CO2の排出削減効果が持続することがわかり

ます。

京都議定書で認められた温暖化対策としての植林

事業

日本では植林活動が可能な土地は残念ながら限

られていますが、世界的に見ますと、特に途上国

において過去の森林破壊によって放置されている

荒地がたくさんあります。このような土地に温暖

化対策として植林活動を実施することが、温暖化

対策に関する国際的な取り決めである京都議定書

において、温暖化対策の活動(クリーン開発メカニ

ズム(CDM)と呼ばれる)として認められました。

植林は温暖化対策として有効なだけではなく、荒

廃した環境を回復し、生物多様性や水の保全、さ

らには地域における経済の持続可能性の向上にも

貢献する可能性があり、これらの追加的な便益も

考えると“潤いのある”温暖化対策ということが

できるでしょう。しかし、CDMとしての海外植林

事業による温暖化対策効果の評価には、その事業

を実施したことによる追加的な炭素吸収量の算定

手法や地域に与える影響の評価などの難しい問題

があり、国連からCDMとしての認証を得ることは

実際には簡単ではないという問題があります。

→→さらに良く知りたい人のために

陸域生態系の炭素吸収源機能評価－京都議定書の

第 2約束期間以降における検討にむけて－

(2006) CGERレポートD039-2006. 下記からダウ

ンロード可能

ホームページ：「京都議定書における吸収源情

報DB」(http://www-cger.nies.go.jp/cger-j/db/enter-
prise/gwdb/index.html)

宮脇昭. 木を植えよ！. 新潮選書.
小林紀之. 地球温暖化と森林ビジネス「地球益」を

めざして. 日本林業調査会.

地球温暖化に関する素朴な疑問・質問をお寄せ下さい。

疑問・質問は、氏名と連絡先を記入し、ニュース編集局宛にご連絡下さい。

＊なお、掲載する場合、事務局で加筆修正させていただくことがあります。

お送りいただいた個人情報は「ココが知りたい温暖化」業務以外には使用いたしません。

また、個人情報を掲載することはありません。

＊「ココが知りたい温暖化」は、地球環境研究センターウェブサイト(http://www-cger.nies.go.jp/qa/
qa_index-j.html)にまとめて掲載されています。
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国立環境研究所で研究するフェロー：

AAndrey Bril (アアンドレイ・ブリル)

(地球環境研究センター NIESポスドクフェロー)

ベラルーシ(白ロ

シア)の首都ミンス

ク出身のアンドレ

イ・ブリルです。

私の国ベラルーシ

はロシアの西、地

理的にはヨーロッ

パの真ん中に位置

します。ベラルー

シには山も海岸も

ありませんが、広い森とたくさんの湖がある自然

の美しい国です。森に住む動物でもっとも有名な

のはバイソンで、国民に親しまれている鳥はコウ

ノトリです。日本ではサクラとともに春が訪れま

すが、ベラルーシでは、コウノトリが南の国から

帰ってくると春が来たと感じます。青い空に白い

コウノトリが舞う姿はベラルーシを象徴しており、

ベラルーシについて書かれた「The Land under the

White Wings」と題する詩のような本があり、皆に

親しまれています。

私の研究業績は、主に、フランスのクレルモ

ン・フェランにあるブレーズ・パスカル大学の気

象物理学研究所と共同で進めて得られたものです。

2005年12月から妻のニーナと来日し、国立環境研

究所で研究を続けていますが、息子と娘は、現在

イタリアでコンピュータサイエンスと数学を学ん

でいます。時差の関係で連絡を取り合うのに苦労

することもありますが、私の家では太陽が沈むこ

とはありません。

ここ数年私が興味を持っている分野は、大気中

の放射伝達です。学位論文のテーマも、火炎など

高温の乱流媒質中の放射伝達に関するものでした。

最近では、大気光学とリモートセンシングについ

ての研究をしました。NASA(米国航空宇宙局)の

研究者と共に、後方散乱多波長ライダーと全球的

ネットワークA E R O N E Tのサンフォトメータ

CIMELとの相関測定を利用した逆問題の解法アル

ゴリズムとソフトウェアを開発しました。また、

大気汚染や大気輸送についても研究し、ベラルー

シでは、カリウム肥料を採掘する国内の広大な鉱

業地帯に適用できる汚染物質拡散モデルを開発し

ました。このような私の研究者としての経験は、

現在所属しているGOSAT(温室効果ガス観測技術

衛星)プロジェクトの研究に役立つと思います。

国立環境研究所で私が担当しているのは、

GOSATの観測データから、雲の存在する大気中で

の温室効果ガス(二酸化炭素とメタン)の量を導出

するアルゴリズムの開発です。炭素循環と気候変

動の信頼性の高い将来予測を行うためには、高い

精度で導出しなければなりません。これを達成す

るのは大変なことですが、私たちが行った最初の

研究結果で期待が持てるようになりました。

私は日本での滞在を楽しんでいます。何より、

GOSATプロジェクトの親しみやすい雰囲気と効率

的な仕事の進め方が気に入っています。研究以外

でも忘れられない思い出はたくさんあります。春

の朝、サクラの木の下をジョギングしたことや、

夏の海水浴も印象に残っています。こういう思い

出をもっと作りたいと思っています。残念ながら

現在は日本語の語彙が豊富ではありませんが、私

の日本語はこの先きっと上達すると思っています。

＊本稿はAndrey Brilさんの原稿を事務局で和訳したものですが、原文(英語)は最後のページに掲載されています。
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オランダエネルギー研究センター(ECN)の政策

研究グループとグローバル・カーボン・プロジェ

クト(GCP)つくば国際オフィスは、ナイロビ(ケニ

ア)で開催されたCOP12期間中の11月15日にサイド

イベントを共催した。温室効果ガス削減と大気保

全における副次的便益とクリーン開発メカニズム

(CDM)について、①現状と可能性、②実施を妨げ

る問題、③将来の評価、に焦点が当てられた。サ

イドイベントは、国連のKofi Anan事務総長の演説

やイギリス政府が委嘱して作成したSir Nicolas

Sternの気候変動の経済影響評価(5ページ(注)参照)

に関する討論セッションと重なり、また、会場が

メイン会場からは歩いて15分と遠かったにもかか

わらず、参加者は50名にもなった。

大気環境と気候変動の科学的関連

このセッションでは、大気環境やそれに関連す

る要因－エアロゾル、ブラック・カーボン、バイ

オマス燃焼、全球スケールでのそれらの相互作

用－の気候変動をもたらす役割に関する科学的知

見がより明確になっていることが強調された。気

候変動に関する政府間パネル(IPCC)の第3次評価

報告書ではまだ不確実性の大きかった、大気環境

に関連する上記のようなパラメータの直接的・間

接的放射強制力について、2007年発行予定の第4次

評価報告書によりよい理解が示されることが期待

されていた。より正確な情報により、ローカルレ

ベルでの副次的便益に関する今後の活動の道が開

けるであろう。

副次的便益の定義

このセッションでは、副次的便益を定義する際

の各種の用語について検討した。特に、気候変動

の専門家、都市の環境管理専門家、統合対策の3グ

ループにおける定義について議論した。副次的便

益を考えるスケールの違いからそれぞれの定義が

されていることが明らかになった。セッションで

は、温室効果ガスの問題と大気汚染などの地域的

な問題に同時に取り組むためには、複数のスケー

ルを同時に考える方法、さらに重要なことは、相

乗的な視点を持つことがもっとも有効であること

が主張された。CDMはこのような副次的便益を実

現する重要な手段である。

アジアでの取り組みとCDM

大気保全においては、温室効果ガスの削減策に

よって必ずしも大気環境が改善するわけではなく、

あらゆる大気保全策が温室効果ガスを削減するわ

けでもないので、副次的便益の考えは特に重要で

あり、相乗効果アプローチの研究や実施にはCDM

が有効だろう。この観点から、大気保全を推進す

るため、CDM実施の障害と機会を理解する一つの

方法として、アジアの4都市でECNが行っている研

究について議論した。効果的な総合戦略を計画実

行しているメキシコシティの事例は、地方レベル

で実施される政策の一例になるだろう。都市交通

問題が、この議論の中心であった。北京、上海、

ソウル、カトマンズの事例報告では、温室効果ガ

スの削減策と大気保全の相乗効果が示された。

最後に、温室効果ガス削減コミュニティに合わ

せた全球的な活動を縮小すると同時に、都市計画

や大気保全、交通管理を扱う都市管理コミュニテ

ィが地域的に進めている活動を拡大する必要があ

ることが会議で確認された。全球と地域の両方に

メリットをもたらすことは実現が難しいだろうが、

進むべき道であり、達成するための資源を集中さ

せる必要がある。そして、CDMはこのような副次

的便益を実現するための重要な手段の一つであり

COP12サイドイベント－気候変動と大気汚染との

関連における副次的便益とCDM
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続けている。

＊本稿はShobhakar Dhakalさんの原稿を事務局で要約

したものですが、詳細は、U R C Mウェブサイト

(http://www.gcp-urcm.org/A20061115/Report)をご覧下

さい。

【その他の活動紹介】

2006.10.8～11 インドで開催されたScoping Workshop

on South Asia Rapid Assessment Project's Results for

Designing Future Research Agenda and Capacity

Building Requirementsで、ダカール事務局長が

“New emerging activities of Global Carbon Project

and its Urban and Regional Carbon Management

Initiative”を講演した。

師走と言えば新巻鮭、イクラ、タラバガニ。霞ヶ浦にも毎年シロザケ(学名

Oncorhynchus keta、以下単にサケと記します)がのぼってきます。サケの遡上

河川の太平洋側南限は利根川とか外房の河川とか言われています。霞ヶ浦の

サケは10月頃に常陸川水門下流に集まり、ここで遡上のチャンスを待ってい

るようです。船舶航行用の閘門の開放あるいは常陸川水門の開放の際霞ヶ浦

に遡上して、常陸川上流にあたる霞ヶ浦では11月頃定置網(張り網)でたまに

捕獲されます。たまたま筆者は、11月18日に市民環境保護団体のイベントで稲敷市のある張り網漁を見

学した際、1ペアのサケを見ることができました。水産関係者に聞いたところ霞ヶ浦には年間百数十匹

が遡上するそうです。利根川上流の群馬県、埼玉県などがサケの人工孵化、放流事業を行っており、成

熟した親魚が母川回帰行動を起こした際、霞ヶ浦に迷入したものと考えられます。

海で捕獲される銀色のサケと異なり、川にのぼったサケは黒ずんで雲状斑紋を呈し、この模様がブナ

の木肌に似ることからブナ、あるいはブナ毛と呼ばれます。肉質は

沖捕りに比べ脂肪分が減って赤身から白身へ変わっており、あまり

おいしくはないとのこと。いまの霞ヶ浦では捕獲数が親魚より稚魚

の方が少なく再生産がほとんどできない環境のようです。放流事業

など行わなくても霞ヶ浦にサケがいっぱい戻ってくる日は来るので

しょうか？なお、河川等の内水面では、水産資源保護法等の規定に

より、原則サケの捕獲は禁止されています。

(財)地球・人間環境フォーラムつくば研究所　　萩原富司

霞霞ヶ浦のサケ

稲敷市の張り網に入ったサケのペア

上：メス、下：オス

四季折々

霞ヶ浦
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建築から見た温暖化対策シンポジウム

－建築から見た今後の温暖化対策シナリオとは？－　

温暖化対策において、民生部門、特に建築部門の役割が大きいものがある。本シンポジウム

では、地球温暖化対策推進大綱関係者、建築部門の温暖化対策の研究者・技術者からの科学的

見地に基づいた温暖化対策シナリオ実施のための指針作りやその運用面での具体的な検討につ

いて報告を受け、建築分野から見た今後の温暖化対策シナリオについて情報交換を行う。

○ 日時・場所 2007年3月3日(土)10：00～17：00 建築会館ホール(東京都港区芝5-26-20)
○ 定　　員 250名(参加費　無料)

○ 参加申込及び詳細案内 URL:http://www.adthree.com/kenchiku2007/
○ 主　　催 国立環境研究所・日本建築学会

○ 後　　援 環境省、全国地球温暖化防止活動推進センター

○ 企画運営 国立環境研究所地球環境研究センター

○ 問い合わせ 国内シンポジウム「建築から見た今後の温暖化対策シナリオとは？」事務局

〒164-0003 東京都中野区東中野4丁目27-37株式会社アドスリー内

TEL:03-5925-2840, FAX:03-5925-2913, E-mail:kenchiku2007@nies.go.jp

○プログラム(案)

（総合司会　国立環境研究所　藤沼康実）

開会あいさつ　　日本建築学会地球環境委員会幹事　佐土原聡

第１部 建築から見た温暖化対策

1)生活・住宅対策 (座長)大阪大学　下田吉之

・統計データからみた生活・住宅対策について……日本エネルギー経済研究所　田中昭雄

・住宅のエネルギー消費実態と削減方策について……東京理科大学　井上隆

・住宅用エネルギー消費情報提供システムによる省エネ効果……電力中央研究所　上野剛

2)業務対策 (座長)横浜国立大学　佐土原聡

・熱負荷シミュレーションからみた業務対策について……宮城工業高等専門学校　内海康雄

・BEMS(ﾋﾞﾙｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ)導入による省エネの可能性………(株)山武　神村一幸

・BEMSを用いた業務対策の実態と総合評価手法について……国立環境研究所　吉田友紀子

3)地域・都市対策 (座長)埼玉大学　外岡豊

・エネルギーの面的利用……横浜国立大学　佐土原聡

・大都市のエネルギーシステム変革シナリオ(大阪市を例に)……大阪大学　下田吉之

・建物個別対策から都市の面的対策までの統一的評価について(宇都宮市を事例として)……

日本工業大学　石田武志

★ポスター発表：関連分野からの研究概要を紹介

第２部 建築から見た今後の温暖化対策シナリオとは？ (座長)国立環境研究所　相沢智之

・低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこと

－脱温暖化2050研究プロジェクト研究結果から－……国立環境研究所　藤野純一

・2050年温暖化対策シナリオの実施可能性……慶應義塾大学　伊香賀俊治

・民生部門将来排出削減シナリオの比較……埼玉大学　外岡豊

閉会あいさつ 国立環境研究所地球環境研究センター長　笹野泰弘
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最最近の発表論文から

サンゴ礁域の海岸線抽出に対する種々の衛星センサーの評価：マーシャル諸島共和国マジュロ環礁の例

（山野博哉ほか、Geomorphology, 82, 398-411, 2006.）

サンゴ礁域に分布する州島は、温暖化による海面上昇によって海岸線が侵食されることが懸念されてお

り、海岸線の変化を効率的に検出する技術が望まれている。さまざまな人工衛星搭載センサーがサンゴ礁

域を観測しており、海岸線変化の検出に活用できるが、各衛星センサーはそれぞれ異なった観測波長帯、

空間解像度を持つため、海岸線の検出誤差を定量的に評価し、さらにデータの入手価格や取得範囲とあわ

せて費用対効果の高いセンサーを選定する必要がある。本研究では、近赤外センサーが最も精度良く海岸

線を抽出できることと、衛星センサーの空間解像度と海岸線検出誤差に線形の関係があることを示し、海

岸線モニタリングに適切なセンサーの選定を行った。

Degree Confluence Projectの情報を用いた土地被覆図の検証

（岩男弘毅ほか、Geophys. Res. Lett., Vol. 33, L23404, doi:10.1029/2006GL027768, 2006.）

例えば、二酸化炭素の吸収・放出を陸域生態系モデルに基づいて高精度に推定する上で、分類精度の高

い土地被覆図の使用が必須である。しかし、これまでに多くの土地被覆図が公開されているが、それらは

多くの地域で互いに一致しておらず、どの土地被覆図が最も精度が高いかを、実観測の検証データに基づ

き統一した指標で検証する必要がある。このため、Degree Confluence Project (http://www.confluence.org)の
情報を基に土地被覆図の検証情報を作成した。ユーラシア地域749地点の検証情報を用いて、GLC2000
(Joint Research Center, 欧州連合)、MOD12(ボストン大学, アメリカ)、UMD(メリーランド大学，アメリ

カ)、GLCC(地質調査所，アメリカ)の4つの土地被覆図を検証したところ、検証情報との一致度は

GLC2000:55％、MOD12:58％、UMD:54％、GLCC:50％であった。

３波長レーダ及びマイクロ波放射計を用いた水雲・氷雲・混合相雲微物理特性の導出

（吉田幸生ほか、J. Meteor. Soc. Japan, 84, 1005-1031, 2006.）

3波長レーダとマイクロ波放射計とを組み合わせた地上観測から雲の微物理量(雲水量、雲粒径など)の

鉛直分布構造を導出するアルゴリズムを開発した。本アルゴリズムは、雲粒子の混合状態に依存せず、非

降水性の水雲、氷雲、水雲と氷雲の混合相雲の全てに対して適用できるといった特徴を持っている。本ア

ルゴリズムを実データに適用した結果、氷雲に対して得られた微物理量の鉛直分布の様相は、検証するた

めの直接観測データはないものの、従来の観測結果と良い対応を示し、本アルゴリズムの有用性が示され

た。

植物生産性の温度依存性のピーク型の関数モデルについて

（Alexandrov, G. A.ほか、Ecological Modelling, 200, 189-192, 2007.）

一般的には、大気中CO2濃度が高くなるほど、温室効果のために気温が上昇し、植物の成長が促進され、

植物は大気中のCO2をより多く吸収する。しかし、気温がある限度を超えると植物の成長が悪くなる。本

論文では、気候変動影響評価に向けて、植物の成長に対する温度の影響をアレニウス型の関数で表すプロ

セスモデルの改良を行った。

論文の詳しい情報は、地球環境研究センターのウェブサイト(http://www-cger.
nies.go.jp/index-j.html)をご参照下さい。この他の論文の情報も掲載されています。

http://www-cger.nies.go.jp/cger-j/results/res_index-j.html
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地球環境研究センター主催・共催による会議・活動等

2006.12. 5 平成18年度地球環境研究センター事業報告会

CGERの知的研究基盤の整備に係る事業について、地球環境研究の総合化・支援、

大気・海洋モニタリング、陸域生態系モニタリング、陸水モニタリング、地球環境

データベース、衛星観測の6セッションに分けて報告し、運営委員や所内参加者から

意見をいただいた。

5 平成18年度地球環境研究センター運営委員会

運営委員会はCGERの知的研究基盤の整備に係る基本事項について審議するために、

所外・所内委員16名で構成。CGERからの概況報告、当日開催の事業報告会を踏ま

え、運営方針や今後の活動方向などについて意見交換が行われた。

国立環境研究所主催・共催による会議・活動への参加

2006.12. 5～7 シンポジウム“Quantifying energy scenarios of a low carbon society”(イギリス)

日英共同研究プロジェクト「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化2050プロジェクト」

の一貫として、低炭素社会に向け日英で行われている研究を紹介するシンポジウム

とエネルギー・経済モデルによる分析手法を検討するワークショップを行った。

詳細は、本誌に掲載予定。

12～14 ワークショップ“Energy Modeling Forum 22: Climate Policy Scenarios for Stabilization and 
in Transition”(つくば)

深刻な温暖化影響を避けるために、気候安定化に向けた温室効果ガス排出削減対策

の効果を分析する数値シミュレーションモデル開発者が一堂に会し、各人の排出シ

ナリオの現状と課題に関する最先端の発表を通して知見を交換した。

見学等

2006.12. 5 京都市地域女性連合会一行(33名)

8 JICAインドネシア小地域統計コース一行(4名)

15 JICAタンザニア統計マネージメントコース一行(3名)

地地球環境研究センター(CGER)活活動報告(20066年112月))

2007年(平成19年)1月発行

編集・発行　独立行政法人 国立環境研究所 〒305-8506 茨城県つくば市小野川16-2
地球環境研究センター　　　 TEL: 029-850-2347
ニュース編集局　　　　　　　 FAX: 029-858-2645

E-mail: cgercomm@nies.go.jp
発行部数：3200部 Homepage: http://www.nies.go.jp

http://www-cger.nies.go.jp
★送送付先等の変更がございましたらご連絡願います

このニュースは、再生紙を利用しています。

発行者の許可なく本ニュースの内容等を転載することを禁じます。

http://www.nies.go.jp/index-j.html
http://www-cger.nies.go.jp/index-j.html
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Andrey Bril

NIES Postdoctoral Fellow
GOSAT modelling group, Center for Global Environmental Research

Hello, I am Andrey Bril. I have come from Minsk, the capital city of Belarus.

My home country is situated in geographical centre of the Europe just on the west

from Russia. There are no mountains or sea costs in Belarus and the main beauties

of our nature are huge forests and hundreds of nice lakes. The most famous our

forester is bison and the favorite bird in my country is stork. Whereas in Japan the

spring comes with sakura blossoming, the real spring in Belarus begins when

storks return from the south countries where they wintering. People like to

observe these big white birds in the blue sky and the most poetic and favorite

book about Belarus is called "The Land under the White Wings"

My scientific career is mainly connected with Institute of Physic Laboratory of

Meteorological Physics in Blaise Pascal University (Clermont-Ferrand, France)  I

am here in NIES from December, 2005. I came here with my wife Nina. My son and daughter are now in Italy where

they are continuing their education in computer science and mathematics. In spite of there are some problems to

communicate with them because of time shift, the Sun in our family is now almost never set.

The main scientific interest I have been doing for years is radiative transfer. My PhD studies concerned radiative

transfer in hot turbulent media such as flames. Recently I dealt mainly with problem of atmospheric optics and

remote sensing. In cooperation with the colleagues from NASA I developed the algorithms and software for the

inverse problem using correlative measurements performed by backscatter multi-wavelength lidar and Sun photome-

ter CIMEL of global network AERONET. Also I studied the related problems of air pollution and atmospheric trans-

port. In Belarus I developed the model of pollutant dispersion for our large industrial region of potassium fertilizer

mining. I believe my scientific experience is rather useful for my work in the GOSAT project. 

What I am mostly dealing here in NIES is algorithm development for retrieving greenhouse gases amounts (such as

CO2 and CH4) in cloudy atmosphere using GOSAT measurements. The specific of these work is high accuracy

requirements that a necessary to reliably predict carbon cycle and climate change tendencies. Meeting these require-

ments is real challenge but first results we obtain inspire us with optimism. 

I enjoy my staying here in Japan. First of all, I like friendly and very efficient atmosphere within the GOSAT proj-

ect. In addition, there are many unforgettable impressions besides my research. I will always remember my morning

runs under blossoming sakura trees and my bathing in the ocean.  I hope to continue the list of such impressions.

Although my current Japanese vocabulary is rather limited I believe to improve the situation.

in Tokyo
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